
  

 九州地方協民医連生協部会の１５春闘法人要請行動

が１６日に始まりました。１月に行われた単組代表者会

議で長崎、佐賀、熊本、奄美、宮崎で行われることにな

り、２７日まで行動が続きます。 

 初日の１６日は、長崎市の健友会本部に要請。単組の

長崎民医労より３名、沖縄、大分、福岡の３名で取り組

みました。理事会側は新任の国貞専務理事ら２人が応

対。厳しい経営状況が続く中、法人の収益の４分の１を

占める介護事業で、報酬改定による減収が年２０００万

円にも上るという状況で、予算検討を重ねている状況が

報告されました。長崎民医労からは、アンケートに示さ

れた賃金不足感で５万円の回答が増えて第１位になる

など、職員の賃金不足感が増しており、「昨年のベース

アップは評価しているが、それでは追いつかなくなって

いる」「厳しい中でもベアを出し続ける理事会の姿勢で、

情勢に対峙してほしい」と要請。理事会は「ご存知の情

勢の中で、お互いの立場を尊重し、信頼関係を結んでや

ってゆきたい」としました。 

 １６日夕方には、佐賀医療生協労組に要請。単組の２

名、県医労連、長崎、熊本、親仁会、福岡の要請団に加

え、全医労佐賀地区協からも連帯参加するなど８名の参

加で、坂本専務理事ら３名の応対者を驚かせました。 

 坂本専務理事は、診療所の収益で法人の過半数を占め

る介護事業の赤字をカバーし、法人全体で僅かに黒字を

確保している厳しい状況を紹介し、「この中で４万円の

賃上げをどう確保するか」としましたが、要求には積極

的理解を表明し、「詳しい資料も久しぶりにもらった。

時間をかけて真面目に検討したい」と応えました。また、

介護職の現状の賃金体系が十分ではないこと、安倍政権

の暴走政治全般への強い怒りも数々表明しました。 

 １８日は、熊本市の芳和会に要請。長崎、医療団、福

岡の要請団に単組、県医労連で８名が参加しました。 

今村専務理事ら２人が応対し、昨年の診療報酬改定に

よる７：１絞込みの中で、病院群の配置基準変更を余儀

なくされ、消費増税の影響も大きい等の状況が報告され

ました。一方、単組からはアンケート結果にも触れなが

ら、介護職の介護改善加算の取得を含め、賃金要求に前

向きな回答を出すよう要請がなされました。 

１６、１７日には福岡民医労のくるめ、親仁会、健和

会、医療団でも要請が行われています。 


